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No. 議案等番号 件　　　　　　名 担当課 説　　　　　　明

1 議案第34号
平成３０年度秦野市一般会計歳入歳出決算
の認定について

財政課

　地方自治法第233条第3項の規定により、議会の認定に付すもの

　決算見込額　歳入：49,427,699,957円
　　　　　　　歳出：47,493,299,608円

2 議案第35号
平成３０年度秦野市水道事業会計決算の認
定について

経営総務課

　地方公営企業法第30条第4項の規定により、議会の認定に付すもの

　決算見込額　歳入：2,915,862,429円
　　　　　　　歳出：2,735,721,047円

3 議案第36号
平成３０年度秦野市公共下水道事業会計決
算の認定について

経営総務課

　地方公営企業法第30条第4項の規定により、議会の認定に付すもの

　決算見込額　歳入：5,407,726,225円
　　　　　　　歳出：5,200,062,886円

4 議案第37号
平成３０年度秦野市国民健康保険事業特別
会計歳入歳出決算の認定について

国保年金課

　地方自治法第233条第3項の規定により、議会の認定に付すもの

　決算見込額　歳入：17,583,821,485円
　　　　　　　歳出：17,558,732,441円
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No. 議案等番号 件　　　　　　名 担当課 説　　　　　　明

5 議案第38号
平成３０年度秦野市介護保険事業特別会計
歳入歳出決算の認定について

高齢介護課

　地方自治法第233条第3項の規定により、議会の認定に付すもの

　決算見込額　歳入：11,951,502,198円
　　　　　　　歳出：11,674,893,775円

6 議案第39号
平成３０年度秦野市後期高齢者医療事業特
別会計歳入歳出決算の認定について

国保年金課

　地方自治法第233条第3項の規定により、議会の認定に付すもの

　決算見込額　歳入：2,122,551,432円
　　　　　　　歳出：2,020,470,810円

7 議案第40号
秦野市印鑑条例の一部を改正することにつ
いて

戸籍住民課

　住民基本台帳法施行令の一部改正により、住民票の記載事項に旧氏が
加えられることに伴い、旧氏でも印鑑登録ができることとするため、改
正するもの
　施行日　令和元年11月5日

8 議案第41号

秦野市職員の給与に関する条例及び秦野市
水道事業及び公共下水道事業の企業職員の
給与の種類及び基準に関する条例の一部を
改正することについて

人事課
経営総務課

　地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴い、新たに導入される会
計年度任用職員制度により任用する職員の給与の支給等について定める
ため、改正するもの
　施行日　令和2年4月1日

9 議案第42号
令和元年度秦野市一般会計補正予算（第３
号）を定めることについて

財政課

　歳入歳出補正見込額　72,874千円
 (1)  公務災害補償等経費（20,390千円）
 (2)  個人番号カード交付事務経費（2,736千円）
 (3)  障害者自立支援給付システム運営事業費（898千円）
 (4)  地球温暖化対策事業費（8,700千円）
 (5)  公衆トイレ維持管理費（40,150千円）

条例一部改正

条例一部改正
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No. 議案等番号 件　　　　　　名 担当課 説　　　　　　明

10 議案第43号
令和元年度秦野市介護保険事業特別会計補
正予算（第２号）を定めることについて

高齢介護課 　歳入歳出補正見込額　276,609千円

11 報告第15号 専決処分の報告について 建設総務課

　市道の管理瑕疵に係る損害賠償
　　賠償金額　　41,274円
　　責任割合　　60パーセント
　　専決処分日　令和元年8月9日

12 報告第16号 専決処分の報告について 建設総務課

　市道の管理瑕疵に係る損害賠償
　　賠償金額　　53,121円
　　責任割合　　50パーセント
　　専決処分日　令和元年8月9日

13 報告第17号 専決処分の報告について 建築指導課

　秦野市建築基準条例の一部を改正する条例
　建築基準法施行令の一部改正により、条例で引用する同令の条項に移
動が生じ、及びその条項の一部が告示に規定されることとなったため改
正するもの
　施行日　令和元年6月25日
　専決処分日　令和元年6月24日

14 報告第18号
平成３０年度秦野市一般会計継続費精算報
告書

財政課 　本庁舎耐震対策事業費（実施設計委託業務費及び工事費）

15 報告第19号
平成３０年度秦野市健全化判断比率及び資
金不足比率について

財政課
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項及び第22条第1項
の規定により、平成29年度秦野市健全化判断比率及び資金不足比率を報
告するもの
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